
第　３　部

補 　　正 　　係 　　数
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て、この係数が補正係数である。

「段階補正」、「密度補正」、「態容補正」の４つの種類が考えられている。

別適用方法については第３章を参照）。

は、第５章で詳述する。

以下、各補正について概略を述べることとするが、個々の行政費目ごとに適用される補正係数の算出基礎について

第１章　概　　　　要

基準財政需要額は、単位費用に測定単位の補正後の数値を乗ずるという形で算定される。単位費用は標準的団体につ

いて算定されているが、各特別区における単位当たりの費用は、各特別区の社会的、経済的、地理的諸条件の相違等に

よって差異がある。このように各種の要素によって当該特別区と標準的団体との間に、質的量的差異があるとき、この

差異を基準財政需要額に反映させるために、測定単位の数値に一定の係数を乗じて捕そくする方法が補正である。そし

したがって、基準財政需要額は、測定単位の数値を補正し、これを当該測定単位ごとの単位費用に乗じて得た額を当

該特別区について、合算して算定することとなる。この場合、測定単位の数値を補正する事項として、「種別補正」、

このうち、二以上の補正を合わせて行う場合には、事項ごとに算定した率を連乗又は加算して得た率による（費目
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Δbn……………ｎ段階目の減少する単位費用の額

ｃ

Ｘ±ΣΔxn

dn＝
ΣΔxnＡ－（Ｘ＋ΣΔxn）Δbn－ΣΔxn－1・dn－1・Ａ

ΔxnＡ

第２章　補正係数の種類

第１節　種別補正

１　目　　的

　測定単位に種別があり、その種別ごとの単位当たり経費に差があるものについて、その差の割合により補正する。

ｂ　円

ｃ　円

第２節　段階補正

Ｘ………………………標準区の数値

Δxn……………………ｎ段階目の数値の増減差

dn………………………ｎ段階目の補正率

Ａ………………単位費用

２　補正係数の一般的算式

１　目　　的

２　補正係数の一般的算式

測定単位の数値の多少により単位当たり経費が逓減又は逓増するものについて、超過累進又は超過累退の方法に

より補正する。

種　別 単位当たり経費

ｂ
ａ

補正係数

Ｃ
ａ

α＝

　段階補正係数（α）は、次の算式で求められる。

符号：＋……Ｘ＜ｘ；－……Ｘ＞ｘのとき

　補正率（dn）は、次の算式で求められる。

　ⅰ　標準区の数値を超える段階（数値の増加により逓減するもの）

Δbn……………ｎ段階目の増加する単位費用の額

Ｘ±ΣΔxn＝x ………測定単位の数値

Ｘ±ΣΔxndn

ΔxnＡ
dn＝

（Ｘ＋ΣΔxn）Δbn－ΣΔxn－1・dn－1・Ａ

Ｂ

基準となる種別Ａに係る単位当たり経費ａ円を単位費用とし、単

位費用に対する他の種別に係る単位当たり経費の率をもって種別

補正係数とする。

　ⅱ　標準区の数値に満たない段階（数値の減少により逓増するもの）

Ａ ａ　円 1.00

- 284 -



1.000

（

標
準
区
）

Ｂ
Ａ

ｙ

（

当
該
区
）

ｙ＝ｋｘ　　　
　　　　　　　

ｘ

＝Ｅ×0.6001.000

（

補
正
後
）

ｘ

　　　　　　　当該区の数値　　　　　　　　　　　　　Ｄ

ｙ

Ｅ

　　（図例）　補正率を0.400 として

（

当
該
区
）

＝Ｂ×0.400

　イ　測定単位の数値が標準区の数値未満のとき、

Ｃ

0

　　（図例）　補正率を0.600 として

　　　　　　　当該区の段階ごとに補正した数値　　　　Ｄ＋Ｆ＝Ｄ＋Ｅ×0.600

ｂ

（

補
正
後
）

（

標
準
区
）

（標準）

ＦＤ

（標準）

0

ｙ＝ｋｘ

　　　　　　　当該区の数値　　　　　　　　　　　　　Ａ＋Ｂ

　　　　　　　当該区の段階ごとに補正した数値　　　　Ａ＋Ｃ＝Ａ＋Ｂ×0.400

段階ごとに補正する方法は次のとおりである。

ｂ

ｙ＝ａｘ＋ｂ

　ア　測定単位の数値が標準区の数値以上のとき、
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Ｂ………事業量数値１単位当たり経費

ｎ………当該区の事業量数値

逓増の補正を行うもの

正する。なお、密度補正は、次の３種類に類別できる。

ｘ

Ｂ
βⅡ＝ 1＋（

ｎ

ｘ

Ａ………単位費用

ｘ………当該区の数値

Ｎ………標準区の事業量数値

ｋ………乗率

1＋（
Ｍ

２　補正係数の一般的算式

ｋ………乗率

(1) 標準区の密度と各特別区の密度との差異により単位当たり経費が逓減又は逓増するものについて、逓減又は

ｋ－
Ｎ

Ｘ

ｋ－１）Ｓ

Ｓ………単位費用に占める影響する経費の割合

Ｍ………標準密度

ｍ………密度

ｍ

Ａ
）

βⅠ＝

(2)

(3)

標準経費に算入された事業量に係る数値を基準として、各特別区の当該事業量に係る数値の増減により割増

βⅢ＝ 1＋

ｎ・Ｂ・
Ａ

1
・ｋ

又は割減の補正を行うもの

　測定単位の数値に対する算入しようとする経費の事業量に係る数値の割合により割増の補正を行うもの

Ｘ………標準区の数値

符号βⅡに同じ

１　目　　的

密度の大小により単位当たり経費が逓減又は逓増するものについては、超過累進又は超過累退等の方法により補

第３節　密度補正
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Ａ………単位費用

ｘ………当該区の数値

ｂ………当該区の付加すべき事業費

１　目　　的

各特別区の法律的、地域的、その他の態容による行政の質的量的差異により単位当たり経費が割高又は割安とな

るものについて、割増又は割減の方法により補正する。

ｒ＝ 1＋
Ａｘ

ｂ

２　補正係数の一般的算式

第４節　態容補正
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正Ⅱ係数－１）

－１）

段階補正係数＋（態容補正Ⅰ係数－１）＋（態容補正Ⅱ係数－１）

＋（態容補正Ⅲ係数－１）

○ ○ ○

＋（態容補正Ⅳ係数－１）

Ⅰ係数－１）＋（態容補正Ⅱ係数－１）＋（態容補正Ⅲ係数－１）

○

○

＋（態容補正Ⅰ係数－１）＋（態容補正Ⅱ係数－１）
○

＋（密度補正Ⅲ係数－１）＋（密度補正Ⅳ係数－１）＋（態容補正

段階補正係数＋（密度補正Ⅰ係数－１）＋（密度補正Ⅱ係数－１）

段階補正係数＋（密度補正Ⅰ係数－１）＋（密度補正Ⅱ係数－１）

段階補正係数＋（密度補正係数－１）＋（態容補正係数－１）

○

○

社 会 福 祉 費

私 立 保 育 所
入 所 児 童 数

○

○

18歳未満人口

○

○

○ 段階補正係数＋（態容補正Ⅰ係数－１）＋（態容補正Ⅱ係数－１）

段階補正係数＋（態容補正Ⅰ係数－１）＋（態容補正Ⅱ係数－１）

経
済
労
働
費

生 活 経 済 費

土
　
　
木
　
　
費

建 築 公 害 費

公 園 費

○人 口

道路橋りょう費

１　経常的経費

（態容補正Ⅱ係数－１）＋（態容補正Ⅲ係数－１）

段階補正係数＋（密度補正Ⅰ係数－１）＋（密度補正Ⅱ係数－１）

＋（態容補正係数－１）

教
　
　
育
　
　
費

被 保 険 者 数

中 学 校 費

学 校 数

第３章　行政費目ごとの補正係数適用一覧及び連乗加算の方法

経 費 の 種 類

小 学 校 費

後期高齢者医療
制度事業助成費

○

○

○

学 級 数

○

○

○ ○

○

○

生 徒 数

○

○

公 園 面 積

○

児 童 数

道 路 面 積

都 市 整 備 費 人 口

○

○

処 理 処 分 費

人 口

産 業 経 済 費 事 業 所 数

○

○人 口

段階補正係数×密度補正係数×態容補正Ⅰ係数＋（態容補正Ⅱ係数
○

段階補正係数＋（態容補正係数－１）

○ 段階補正係数＋（態容補正係数－１）

○ ○
段階補正係数×密度補正係数＋（態容補正Ⅰ係数－１）＋（態容補

○

○

人 口 ○ ○

被 保 護 者 数

区 立 保 育 所
入 所 児 童 数

老 人 福 祉 費

国 民 健 康 保 険
事 業 助 成 費

65歳以上人口

段階補正係数＋（態容補正係数－１）

段階補正係数＋（密度補正係数－１）

段階補正係数×密度補正係数＋（態容補正係数－１）

議 会 総 務 費 人 口

民
　
　
　
　
　
生
　
　
　
　
　
費

生 活 保 護 費

児 童 福 祉 費

態容

段階補正係数＋（密度補正係数－１）＋（態容補正Ⅰ係数－１）＋

段階補正係数＋（密度補正係数－１）＋（態容補正Ⅰ係数－１）＋

（態容補正Ⅱ係数－１）＋（態容補正Ⅲ係数－１）
○

○

補 正 係 数 の 連 乗 加 算 の 方 法

○ ○ ○

種別 段階 密度

衛 生 費

清
　
　
掃
　
　
費

測 定 単 位

○

○○

人 口

○ ○

○ ○

被 保 険 者 数 ○

人 口

清 掃 総 務 費 人 口

収 集 作 業 費 人 口

収 集 車 両 費

段階補正係数＋（態容補正Ⅰ係数－１）＋（態容補正Ⅱ係数－１）

段階補正係数＋（態容補正Ⅰ係数－１）＋（態容補正Ⅱ係数－１）

密度補正Ⅰ係数＋（密度補正Ⅱ係数－１）＋（態容補正係数－１）

○

○



段階補正係数＋（態容補正Ⅰ係数－１）＋（態容補正Ⅱ係数－１）

○

○

段階補正係数＋（密度補正Ⅰ係数－１）＋（密度補正Ⅱ係数－１）

Ⅲ係数－１）

学 校 数

段階補正係数×態容補正係数

補 正 係 数 の 連 乗 加 算 の 方 法密度

○

態容種別

その他の教育費

人 口

児 童 生 徒 数

○

○

＋（態容補正Ⅰ係数－１）＋（態容補正Ⅱ係数－１）＋（態容補正

密度補正係数×態容補正Ⅰ係数＋（態容補正Ⅱ係数－１）＋（態容

補正Ⅲ係数－１）

密度補正係数＋（態容補正Ⅰ係数－１）＋（態容補正Ⅱ係数－１）

＋（態容補正Ⅲ係数－１）

密度補正係数×態容補正Ⅰ係数＋（態容補正Ⅱ係数－１）＋（態容

段階補正係数×態容補正係数

段階補正係数＋（態容補正係数－１）

○

○

○

｛段階補正係数＋（密度補正係数－１）｝×態容補正Ⅰ係数＋（態

○

段階補正係数＋（態容補正Ⅰ係数－１）＋（態容補正Ⅱ係数－１）

○

○

段階補正係数＋（態容補正係数－１）

収 集 作 業 費 人 口

人 口

中 学 校 費 学 校 数

処 理 処 分 費

都 市 整 備 費

清
掃
費

道路橋りょう費

小 学 校 費 学 校 数

人 口

人 口

人 口

人 口

人 口

経
 
済

教
　
　
　
　
育
　
　
　
　
費

経 費 の 種 類

土
　
　
木
　
　
費

建 築 公 害 費

公 園 費

老 人 福 祉 費

財 産 費

｛段階補正係数＋（密度補正係数－１）｝×態容補正Ⅰ係数＋（態

容補正Ⅱ係数－１）＋（態容補正Ⅲ係数－１）

○
補正Ⅲ係数－１）＋（態容補正Ⅳ係数－１）

○

○

態容補正Ⅰ係数＋（態容補正Ⅱ係数－１）

○ 段階補正係数×態容補正Ⅰ係数＋（態容補正Ⅱ係数－１）

容補正Ⅱ係数－１）

○ ○

道 路 面 積 ○

○

○

65歳以上人口 ○

○

議 会 総 務 費 ○

○

○

人 口

衛 生 費

人 口

民
　
生
　
費

元 利 償 還 金
そ
の
他
諸
費

２　投資的経費

経 費 の 種 類 測 定 単 位

年 度 支 払 額

段階

その他の教育費

児 童 生 徒 数

15歳未満人口児 童 福 祉 費

園 児 数

○

公 債 費

社 会 福 祉 費 人 口

そ の 他 行 政 費 人 口

○

○ ○

○

○ ○ 段階補正係数×態容補正Ⅰ係数＋（態容補正Ⅱ係数－１）

段階

○

○

幼 稚 園 数

密度

学 級 数

態容測 定 単 位 種別 補 正 係 数 の 連 乗 加 算 の 方 法

○

労
働
費

生 活 経 済 費

○

○

教
　
 
育
 
　
費

中 学 校 費

○

○
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0.0635,315,869,636

0.529

円 円

4,583,193,236 8,659,907,952

333,003,317

１　経常的経費

固定費割合
Ａ／Ｂ

第４章　行政費目ごとの固定費一覧

固　定　費
Ａ

総　経　費
Ｂ

事　　　　業　　　　区　　　　分
経　費　の　種　類
（ 測 定 単 位 ）

議
　
　
　
　
 
会
　
 
　
　
　
総
 
　
　
　
　
務
　
 
　
　
　
費

議 会 総 務 費
（ 人 口 ）

社 会 福 祉 費
（ 人 口 ）

民

生

費

議会運営費、区議会事務局運営費の一部（事業費の

一部及び給与費11.29人分）、一般管理事務費の一部

（事業費の一部、給与費145.68人分）、総合教育会

議、企画調査費、行政評価事務費、財政管理費、電

子計算事務費の一部、施設予約システム経費の一

部、総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）運営経

費、情報セキュリティクラウド運用経費の一部、自

治体中間サーバー・プラットフォーム運用経費の一

部、都・区市町村ＤＸ協働運営委員会経費の一部、

人事委員会費、特別区協議会分担金、特別区長会事

務局分担金、特別区議会議長会事務局分担金、全国

市長会負担金の一部、全国市議会議長会負担金の一

部、法務管理費の一部、指定管理者選定等経費の一

部、広報広聴費の一部、情報公開・個人情報保護事

業費の一部、災害対策費の一部（防災対策、災害応

急対策、消防団員等公務災害補償等共済基金掛金の

一部、総合防災訓練の一部、水害対策経費、震災予

防対策（防災普及広報等経費）の一部、震災予防対

策（起震車運行等経費）の一部、帰宅困難者対策用

食料等の備蓄の一部、防災行政無線システム維持管

理費の一部、水位雨量観測システム維持管理費の一

部、被災者生活再建支援システム運用経費の一

部）、公衆無線ＬＡＮ経費の一部、国民保護法関連

事業経費、安全安心まちづくり推進事業費の一部、

特別職職員費、非常勤職員公務災害補償費の一部、

職員共済組合給与費負担金の一部、職員共済組合業

務経理負担金の一部、職員選考試験費の一部、職員

昇任選考費、職員健康管理費の一部、職員被服貸与

費の一部、職員互助組合等交付金の一部、職員研修

費の一部、財産管理費、車両維持管理費の一部、庁

舎維持管理費の一部、区立施設定期点検調査費の一

部、自治体総合賠償責任保険費の一部、区民関係等

事務費の一部、地域コミュニティ活動支援費、住民

基本台帳整備費の一部、住居表示管理費の一部、出

張所管理運営費、地域総合防災センター及び災害対

策要員住宅維持管理費、地域総合防災センター管理

運営費、区民センター管理運営費、地域センター管

理運営費の一部、男女共同センター管理運営費、外

国人生活支援等事業費、平和普及活動事業費、男女

共同参画事業費、人権啓発事業費、会計管理費、新

地方公会計制度運用経費、賦課徴収費の一部（事業

費の一部及び給与費の31.44人分）、公金取扱手数料

の一部、選挙管理委員会費の一部（事業費及び給与

費4.64人分）、選挙常時啓発普及費、区長及び区議

会議員選挙執行費の一部、区長及び区議会議員選挙

公営費の一部、監査委員費の一部（事業費の一部及

び給与費4.47人分）、退職手当費の一部（27人

分）、再任用（短時間）職員経費の一部（再任用

64.37人分）

社会福祉総務費の一部（事業費及び給与費4.40人

分）、地域福祉計画作成、婦人相談員設置費、地域

社会福祉協議会育成費、宿泊所等管理運営費、知的

障害者福祉事業管理費の一部、障害者自立支援協議

会運営費、身体障害者福祉事業管理費の一部、障害

者就労支援事業費、障害認定審査会の一部、障害福

祉計画作成、地域活動支援センター運営費の一部、

避難行動要支援者名簿作成等経費の一部、指導検査

事業費（指導検査支援業務委託等）、国民年金事務

費の一部（事業費の一部、給与費3.40人分）
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0.154

87,902,459

0.063

544,027,519

0.166

0.555

0.072

231,146,603

83,964,595

898,003,151

158,423,145

1,435,447,969

3,493,606,838

経

済

労

働

費

159,991,613

322,059,175

総　経　費
Ｂ

627,386,398

956,666,461

61,434,340

固定費割合
Ａ／Ｂ

0.151

90,907,770

清
　
　
掃
　
　
費

0.164147,207,865

1,056,833,628 7,014,366,087

円

0.180

2,693,119,201

固　定　費
Ａ

0.023

0.105

0.0484,786,340,905

総務管理費の一部（事業費の一部及び給与費6.67人
分）、普及啓発費の一部

0.381

衛
　
　
　
　
生
　
　
　
　
費

児 童 福 祉 費
（18歳未満人口）

管理運営費の一部（事業費の一部及び給与費24.92人

分）、作業運営費の一部、資源回収事業費の一部、

集団回収事業費の一部

処 理 処 分 費
（ 人 口 ）

生 活 経 済 費
（ 人 口 ）

収 集 作 業 費
（ 人 口 ）

最終処分委託料の一部

児童福祉総務費の一部（事業費及び給与費34.35人

分）、区立母子生活支援施設管理運営費、児童館管

理運営費の一部（6所分）、子ども家庭支援センター

運営費（先駆型）、子ども・子育て支援事業計画策

定・推進経費、地域型保育給付費の一部、地域子ど

も・子育て支援事業費の一部、養育費確保支援事業

費、保育士等キャリアアップ補助事業費の一部、学

校等情報配信システム運用経費（保育所）の一部、

保育所等賃借料補助事業費

国民健康保険総務費の一部（事業費の一部及び給与
費20.31人分）

衛 生 費
（ 人 口 ）

後 期 高 齢 者 医 療
制 度 事 業 助 成 費
（ 被 保 険 者 数 ）

経　費　の　種　類
（ 測 定 単 位 ）

清 掃 総 務 費
（ 人 口 ）

生 活 保 護 費
（ 被 保 護 者 数 ）

国 民 健 康 保 険
事 業 助 成 費
（ 被 保 険 者 数 ）

民

生

費

老 人 福 祉 費
（65歳以上人口）

事　　　　業　　　　区　　　　分

給与費11.81人分

車両雇上費の一部

老人福祉事業総務費の一部（事業費及び給与費17.89
人分）、老人クラブ助成事業費の一部、老人福祉施
設管理運営費の一部（2所分）、老人福祉センター管
理運営費の一部（0.125所分）、介護保険事業助成費
の一部

68,608,695

商工振興費の一部（給与費9.00人分）、商工振興セ
ンター管理運営費、観光振興費

産 業 経 済 費
（ 事 業 所 数 ）

1,938,456,950

161,089,537

1,519,914,197

62,123,874

収 集 車 両 費
（ 人 口 ）

消費者対策事業諸費の一部（事業費の一部及び給与

費2.80人分）、消費者センター管理運営費、公衆浴

場助成事業費の一部、労働総務費の一部（事業費の

一部及び給与費0.50人分）

後期高齢者医療制度事業総務費の一部（事業費の一
部及び給与費5.95人分）

円

衛生総務費の一部（事業費の一部及び給与費47.25人

分）、保健所管理運営費、リサイクルセンター管理

運営費、健康増進計画・食育推進計画策定費、休

日・準夜等診療事業費の一部（委託料のうち休日診

療事業委託費6単位、準夜診療事業委託費2単位、休

日歯科診療事業委託費を除く）、自殺防止対策事業

費、予防接種費の一部、後天性免疫不全症候群対策

費の一部（キャンペーン委託費）、風しん抗体検査

事業費の一部、結核健康診断等事業費の一部、保健

栄養費、産後ケア事業費、公害保健対策費、食品衛

生費の一部（事業費の85.1％分）、住宅宿泊事業

費、医薬費（医療監視・献血対策等）、医薬費（薬

事監視等）の一部、医薬費（衛生試験所登録等）、

環境施策推進費の一部（環境計画推進費等）、使用

済注射針回収支援事業費の一部
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※　小学校費（学校数）、中学校費（生徒数・学校数）の固定費割合は0.000以下

中 学 校 費
（ 生 徒 数 ）

部活動大会参加費等助成経費の一部 112,000 483,787,666 0.000

中 学 校 費
（ 学 校 数 ）

学校法律相談事業費 172,710 2,062,870,149 0.000

1.377

0.226389,101,289

869,021,277

円 円

179,747,911 130,556,078

87,844,895

公園維持管理費の一部（事業費の一部及び給与費
14.56人分）、公衆便所維持管理費の一部

土木総務費の一部（事業費の一部及び給与費36.44人
分）、建築行政費の一部、建築紛争予防調整事務
費、建築審査会運営費の一部、放置自転車等対策事
業費の一部、住宅対策費の一部、区営住宅維持管理
費の一部、空き家対策等事業費の一部

建 築 公 害 費
（ 人 口 ）

総　経　費
Ｂ

道 路 橋 り ょ う 費
（ 道 路 面 積 ）

道路橋りょう総務費の一部（事業費の一部及び給与

費6.07人分）、公衆便所維持管理費、交通災害対策

費の一部、道路清掃費の一部、街路灯維持補修費の

一部、バリアフリー計画策定経費

固定費割合
Ａ／Ｂ

経　費　の　種　類
（ 測 定 単 位 ）

教育委員会運営費、事務局運営費の一部（給与費
30.95人分及び事業費の一部）、教育相談事業費の一
部、就学支援委員会活動費の一部、校外施設管理
費、科学教育センター運営費、音楽鑑賞教室、教育
研究所管理運営費、教職員健康管理費の一部、幼稚
園教職員人事事務、特別区人事・厚生事務組合分担
金、教育課程及び教科書採択事務、特別支援教育経
費、日本語適応指導事業費の一部、校庭芝生管理
費、いじめ問題対策委員会等経費

社会教育総務費の一部（事業費及び給与費12.77人

分）、社会教育指導員活動費、放課後子ども教室推

進事業費の一部、スポーツ推進委員活動費の一部、

スポーツ推進計画策定経費、図書館管理運営費（中

央館分）、社会教育施設管理費の一部（社会教育会

館管理運営費、郷土資料館管理運営費の一部）、社

会体育施設管理費の一部（体育館管理運営費（プー

ル無館）、各種運動施設管理運営費の一部）、都民

体育大会選手派遣費、学校等情報配信システム運用

経費の一部、教育振興基本計画策定経費

0.373
土

木

費

都市整備総務費の一部（事業費及び給与費5.68人

分）、都市計画事務費の一部、都市計画審議会運営

費、都市景観づくり事業費の一部、地籍調査事業費

629,375,320

そ の 他 の 教 育 費
（ 児 童 生 徒 数 ）

固　定　費
Ａ

324,515,598

事　　　　業　　　　区　　　　分

2,245,752,672

466,825,716

383,800

都 市 整 備 費
（ 人 口 ）

0.447423,226,744

公 園 費
（ 公 園 面 積 ）

946,256,319

199,219,294

学校法律相談事業費
小 学 校 費
（ 学 校 数 ）

そ の 他 の 教 育 費
（ 人 口 ）

3,721,983,231

0.427

0.280

0.000

教
　
　
　
　
育
　
　
　
　
費
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地域交流施設の改築及び大規模改修経費

経　費　の　種　類
（ 測 定 単 位 ）

民
　
生
　
費

議 会 総 務 費
（ 人 口 ）

議
会
総
務
費

107,443,224

固　定　費
Ａ

事　　　　業　　　　区　　　　分

183,464,000

（4,380㎡分）

児童福祉施設の改築及び大規模改修経費の一部
215,061,313

（2,281㎡分）

高齢者福祉施設の改築及び大規模改修経費の一部

部（12,625㎡分）、各種運動施設の改築及び大規

60,640,791

132,512,000

清掃事務所及び清掃事業所の改築及び大規模改修

1,190,225,750

経費

767,386,940

屋外プール）

模改修経費の一部（運動場の一部（9,700㎡分）、

155,590,496

生涯学習関連施設の改築及び大規模改修経費の一

校外施設の改築及び大規模改修経費

区営住宅の改築及び大規模改修経費の一部（97戸
分）

310,080,000

132,512,000

366,928,000

93,024,000

77,292,000

（3,550㎡分）

消費者及び商工振興施設の改築及び大規模改修

経費の一部（1,800㎡分）

1.000

1.000

859,640,000

1,762,815,360

310,080,000

648,294,400 0.240

0.785

0.500

209,375,000

円

1,343,369,920

0.444

0.125

0.122

そ の 他 の 教 育 費
（ 児 童 生 徒 数 ）

都 市 整 備 費
（ 人 口 ）

生 活 経 済 費
（ 人 口 ）

収 集 作 業 費
（ 人 口 ）

保健衛生施設の改築及び大規模改修経費の一部

0.886

衛
生
費

そ の 他 の 教 育 費
（ 人 口 ）

円

教
　
育
　
費

土
 
木
 
費

経
済
労
働
費

清
掃
費

まちづくり事業費の一部（調査・計画作成費分）

建 築 公 害 費
（ 人 口 ）

老 人 福 祉 費
（65歳以上人口）

衛 生 費
（ 人 口 ）

児 童 福 祉 費
（15歳未満人口）

0.3891,972,841,340

固定費割合
Ａ／Ｂ

２　投資的経費

総　経　費
Ｂ
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584,319,123円＝ ＝33,763,284円+

(1)

＋

(3)

戸籍関係事業費

　積算内訳

影響率

Ｂ

Ａ

× 209,059,021円0.30

× ＋

Ｂ

Ａ

　算出方法

標準区議会総務費
×－1

350,000人

8,659,907,952円
＝

(2)

371,700人

第５章　行政費目ごとの補正係数説明

標準区の戸籍人口比率に対する当該区の戸籍人口比率の割合により住民基本台帳整備費の割増又は割減の補

正をするものである。

1＋
標準区戸籍人口

戸籍人口により影響を受ける標準区経費

× 0.023＝1＋
Ａ

－1
209,059,021円

× 0.976

第１　議会総務費（人口）

　目　　的

3/10であることから下記の算式により補正係数を求める。

第１節　経常的経費

第１項　議会総務費

 １　密度補正

総務管理業務は、企画・電算・総務・区民・戸籍等の業務を含むが、戸籍業務の所要職員数は戸籍人口比率

に応じて異なること、また、戸籍業務担当の職員数に対する戸籍人口比率の変動の影響する割合（影響度）が

標準区人口

Ｂ

戸籍関係人件費の比例分

 　Ｂ：当該年度４月１日現在における当該特別区の戸籍記載人口

　戸籍人口により影響を受ける経費 ＝

（

 算式の符号

　 Ａ：測定単位の数値（当該区の人口）

に小数点以下４位未満の端数があるときは、その端数を四捨五入する。）

Ｂ

Ａ
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